
［様式１－１］
（宛先）京 都 市 長
　

応　募　申　込　書

　
京都市立芸術大学新キャンパス隣接地（将来活用地）の活用に係る契約候補事業者選定のための募集要項に基づき、下記のとおり、応募を申し込みます。
　なお、募集要項に定める応募資格を満たすことを申し添えます。
記

	応募事業者の
名称及び
代表者名
	（ふりがな）

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	主たる事務所の
所在地
	（ふりがな）

	
	

	※　代表者印は、印鑑証明書と同じ印を押印してください。

※　共同応募の場合、応募事業者は代表事業者とし、代表事業者以外の構成員は、　　　　　　　別途［様式１－２］の構成員調書（全構成員分）を提出してください。

※　共同応募の場合、代表事業者を含む全構成員数を記載してください。　　⇒　　　　　　


	連　　絡　　先

	担当者名及び担当者が在籍する事務所(部署)名
	担当者名
	事務所(部署)名

	
	
	

	担当者が在籍する事務所(部署)の所在地
	

	担当者の連絡先
	電話番号・ＦＡＸ
	メールアドレス

	
	
	


［様式１－２］

（宛先）京 都 市 長
構　成　員　調　書

下記の事業者を構成員とします。
なお、募集要項に定める応募資格を満たすことを申し添えます。
記
	応募事業者名

（代表事業者）
	


	構　成　員
	（事業者名）



	
	（代表者名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	
	（所在地）



	
	（電話番号）

	
	（役割）


※　代表者印は、印鑑証明書と同じ印を押印してください。
	構成員の担当者連絡先等

	担当者名及び担当者が在籍する事務所(部署)名
	担当者名
	事務所(部署)名

	
	
	

	担当者が在籍する事務所(部署)の

所在地
	

	担当者の連絡先
	電話番号・ＦＡＸ
	メールアドレス

	
	
	


［様式１－３］
誓　　約　　書
	（宛先）
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　　　　　－　　　　

	

	暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約します。
誓約者並びに京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号ウに規定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等又は指定管理者が指定する使用人に限る。次号において同じ。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人
［様式１－４］
調査同意書
（水道料金・下水道使用料）
	（宛先）
　京都市長
　京都市公営企業管理者交通局長
　京都市公営企業管理者上下水道局長
	
	　年 　　月  　日

	
	
	　　　枚のうち　　　枚目

	
	
	


	所在地


	実印

	商号又は名称

	

	代表者の職･氏名


	


　京都市競争入札参加資格の審査及び資格有効期間中における資格の確認のため、水道料金及び下水道使用料の納付状況について、下記の内容に基づき、京都市が関係公簿を調査することに同意します。

記

１　調査対象となる水道使用者名義の有無の申告
＊　いずれかの□に必ずチェックを入れてください。

＊　調査対象となる水道使用者名義が「ある」場合と「ない」場合の区別は裏面をご確認ください。
	
	調査対象となる

水道使用者名義がある
	
	
	調査対象となる

水道使用者名義がない




２　京都市の水道料金・下水道使用料のお客さま番号等

　　
	検針区
	使用者コード
	水栓番号
	使用者名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　検針区、使用者コード、水栓番号及び使用者名の欄は、「水道使用水量のお知らせ」に記載されている内容を正確に記入してください。


	水道料金・下水道使用料の納付状況の

調査対象となる水道使用者名義の有無について

	　表面１の「調査対象となる水道使用者名義の有無の申告」については、下記の区別により、該当する方にチェックを入れてください。

　「ある」に該当するときは、併せて、表面２「京都市の水道料金・下水道使用料のお客さま番号等」に、該当する事業所等のお客さま番号等を記入してください（詳しい記入要領は、「申請の手引」をご覧ください。）。

【調査対象となる水道使用者名義がある場合】
　次の①及び②のいずれにも該当する場合
①　京都市内に事業所、事務所等（以下「事業所等」といいます。）があること。
②　当該事業所等の水道の使用者名義が、次にも該当すること。
　　法人の場合･･･法人名義（代表者の個人名義は含みません。）
　　個人の場合･･･代表者名義（親族名義等は含みません。）
　＊　使用者名義は、「水道使用水量のお知らせ」等で確認できます。

　＊　複数の事業所等がある場合は、そのうち一つでも上記に該当すれば、「調査対象となる水道使用者名義がある」にチェックを入れ、該当するすべての事業所等のお客さま番号等を記入してください。

【調査対象となる水道使用者名義がない場合】
　上記に該当しない場合

　　例）・　京都市内に事業所等がない場合

　　　 ・　ビル又はマンション等で家主に支払う賃借料（共益費）に水道料金等が含まれているなど、直接に水道の使用者名義になっていない場合

　　　 ・　工事現場等における一時使用（臨時栓を含む）


［様式１－５］

	本市との連絡体制

	※　審査項目１「事業者の適格性（遂行体制・信頼性）」に掲げる審査基準に沿って、本市との連絡体制について、具体的に記載すること。

審査基準　事業開始後においても、本市との連絡体制を確保しているか
＜本市との連絡体制＞
窓口となる者の拠点への常駐の有無
（該当箇所にチェックしてください。）
　□　常駐
　□　常駐なし

　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

窓口となる者の役職等
※　連絡窓口となる者の拠点への常駐等について記載してください。
※　連絡窓口となる者が具体的に決まっている場合は、その者の役職等を記載してください。
　決まっていない場合は、「未定」としてください。




※　審査基準「事業者が活用計画を遂行するにふさわしい体制を有しているか」については書類番号Ｉ－４（任意様式）により評価します。
［様式１－６］

	同種事業の運営実績

	※　審査項目１「事業者の適格性（遂行体制・信頼性）」に掲げる審査基準に沿って、同種事業の運営実績について、具体的に記載すること。

　審査基準　事業者がこれまで活用計画と同種の事業を実施してきた実績があるなど、信頼性を有しているか
１　実施している事業の内容、実施年数、実績等を詳細に記載すること。

２　運営している施設名、事業内容、実績等を詳細に記載すること。

３　事業者のほかに、拠点の運営を委託する者等、活用計画の根幹に関わる者（法人、個人問わず。）がある場合は、活用計画に係る位置付けを記載したうえで、その者に関する実績を記載すること。


※　該当がない項目は空欄も可。また、任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
※　審査基準「事業者が活用計画を遂行するにふさわしい体制を有しているか」については書類番号Ｉ－４（任意様式）により評価します。
［様式２－１］①

	活用方針①

	※　審査項目３「活用計画の内容（実現性・安定性）」に掲げる審査基準に沿って、実施体制（人員及び組織の体制等）について、具体的に記載すること。
　審査基準　実施体制や資金計画、関係法令等に基づく実現性の高いものであるか
　　　　　　（上記審査基準のうち、資金計画、関係法令等については欄外参照）

１　計画段階
２　整備段階
３　運営段階


※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
※　当審査基準のうち、「資金計画」については書類番号Ⅱ－２（様式２－２、２－３）、「関係法令等」については書類番号Ⅲ－３（様式２－７）により評価します。

※　審査基準「長期収支計画等に基づいた安定性のあるものか」については書類番号Ⅱ－２（様式２－４～２－６）により評価します。
［様式２－１］②
	活用方針②

	※　審査項目４「活用計画の内容（ＳＤＧｓの実現）」に掲げる審査基準に沿って、募集する活用計画の要件で例示している「主なイメージ」も参考に具体的に記載すること。
　審査基準　「あらゆる危機を乗り越え、将来にわたって人々がいきいきと暮らせる、魅力と活気にみちた持続可能な京都のまち」を目指し、持続可能で多様性と包摂性のあるレジリエントな社会の実現に繋がる計画であるか
【提案の内容】
※　次の視点から特に実現を目指す効果や提案の狙い等があれば、それぞれ記載すること。
・　文化・経済・社会・環境の融合によるエコシステム
・　あらゆる社会課題の解決にチャレンジする担い手を育み、支える環境
・　豊かな未来を「みんなごと」で創造する「関係人口」の拡大



※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
［様式２－１］③
	活用方針③

	※　審査項目５「活用計画の内容（都市の成長戦略「文化と経済の好循環の創出」）」に掲げる審査基準に沿って、募集する活用計画の要件で例示している「主なイメージ」も参考に具体的に記載すること。
　審査基準　「アート・エコシステム」の構築や、将来にわたって新しい価値を創造し続けるまちとして、豊かな未来に繋がる計画であるか
【提案の内容】
※　次の視点から特に実現を目指す効果や提案の狙い等があれば、それぞれ記載すること。
・　文化芸術の担い手の活動基盤と意欲ある人々の挑戦を支える機能
・　「文化芸術都市・京都」のプレゼンス向上に繋がる場
・　多様な主体と交流できる機会と新たな価値を創造・発信する環境



※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
［様式２－１］④
	活用方針④

	※　審査項目６「活用計画の内容（都市の成長戦略「文化と経済の好循環」以外の４つの都市デザイン）」に掲げる審査基準に沿って、募集する活用計画の要件で例示している「主なイメージ」も参考に具体的に記載すること。
　審査基準　都市の魅力や活力を市民の豊かさに繋げるまちづくりを目指し、新たな価値を創造する中長期的な都市のあり様を描いた「都市デザイン」の実現に繋がる計画であるか
【提案の内容】
※　次の視点から特に実現を目指す効果や提案の狙い等があれば、それぞれ記載すること。
・　若い世代に選ばれる千年都市
・　持続可能性を追求する環境・グローバル都市
・　「知」が集うオープン・イノベーション都市
・　伝統と先端が融合するデジタル創造都市



※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
［様式２－１］⑤
	活用方針⑤

	※　審査項目７「活用計画の内容（理念・効果の波及）」に掲げる審査基準に沿って、募集する活用計画の要件で例示している「主なイメージ」も参考に具体的に記載すること。

　審査基準　京都芸大、京都駅周辺の多様な資源や将来計画との連動により、相乗効果を高めるなど、将来活用地のポテンシャルを最大限に活用し、理念や効果を波及させる計画であるか
【提案の内容】
※　次の視点から特に実現を目指す効果や提案の狙い等があれば、それぞれ記載すること。
・　京都芸大の機能等を高める開かれた拠点
・　京都駅周辺の各エリアにおける将来計画と連動する拠点
・　将来活用地のポテンシャルを最大限に活用した拠点




※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
［様式２－１］⑥
	活用方針⑥

	※　審査項目８「活用計画の内容（理念・効果の実感）」に掲げる審査基準に沿って、募集する活用計画の要件で例示している「主なイメージ」も参考に具体的に記載すること。

　審査基準　描く理念や効果が、拠点の整備・運営において、より多くの市民をはじめとする人々の実感に繋がる計画であるか
【提案の内容】
※　次の視点から特に実現を目指す効果や提案の狙い等があれば、それぞれ記載すること。
　凡例：「主なイメージ」→記載内容例
・　地域経済の活性化
　　魅力的な雇用機会の創出→雇用者となる事業者名、雇用人数（正規、非正規）、雇用内容
　　市内事業者との連携→市内事業者名、連携内容（拠点の運営、設計・施工、仕入先）
　　市内産品の活用→市内産品名（伝統工芸品、木材、農産物等）、活用方法

・　京都ならではの文化の継承
　　匠の技を持つ職人との連携→伝統産業等の名称、職人名、連携内容
　　生活文化の発展→生活文化の内容、発展内容・方法
　　気軽に文化に触れる機会の創出→文化の名称、創出内容・方法
・　ひとと公共交通優先の「歩くまち・京都」の実現への貢献
　　公共交通の利用促進→促進方法
徒歩によるアクセス性・回遊性の向上→向上方法
・　安心・安全で快適に暮らし続けられる生活環境

　　ユニバーサルデザインの建物設計→設計内容
防災・減災の機能強化→災害の種別、強化内容・方法
緑化→場所、面積
再生可能エネルギーの利用→エネルギーの種別、利用方法



※　任意様式で提出される場合にあっても、審査基準及び上記項目に沿って記載してください。
［様式２－２］
事業費概算書（初期投資）
（単位：百万円）
	項目
	金額

	１　貸付料
	

	２　建設費
	

	３　設備、内装、調度品
	

	４　保証金
	

	５　人件費・経費
	


※　「公益的な拠点への減免措置」に伴う公益認定を申請する場合、減免措置適用後の貸付希望価格を貸付料として記載すること。

※　事業開始までの必要な資金額を計上してください。　

※　適宜必要な項目があれば追加し、分かりやすく記入してください。
（支出経費内訳）

	　建設費（１００万円以上）の内訳を分かりやすく記入してください。

　建設費が分かる内訳書、見積書等があれば、それを添付いただいてもかまいません。


［様式２－３］
初期投資に伴う資金調達計画書
（単位：百万円）

	項目
	金額
	調達先

	１　自己資金
	
	

	２　
	借入金・社債等
	
	

	
	⑴
	
	

	
	⑵
	
	

	
	⑶
	
	

	３　その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


※　「事業費概算書」に計上した資金額の調達内訳を記載してください。

※　適宜必要な項目があれば追加し、分かりやすく記入してください。

※　「借入金・社債等」は、調達先ごとに記入するものとします。

（借入金・社債等内訳）

	　借入金・社債等について、調達先ごとに借入時期、金利（固定・変動）、返済方法（元金均等・元利均等）、償還年限などを記入してください。




［様式２－４］

長期損益計画書（基礎資料）
（主な収入の根拠）

	　主な収入の積算根拠を項目ごとに分かりやすく記入してください。


（主な支出の根拠）

	　主な支出の積算根拠を項目ごとに分かりやすく記入してください。

　


（再投資【大規模修繕費】）

	　将来的に拠点の改修などを見込んでいる場合に、その時期と金額、積算根拠を分かりやすく記入してください。


［様式２－７］

	拠点の整備計画等

	※　拠点の整備計画及び募集する活用計画の留意事項「ア 京都芸大及び地域との円滑な関係や調和の確保」について、具体的に記載すること。

１　拠点の整備計画
拠点の概略（施設構成等）が分かるイメージ図、平面図、立面図等を添付すること。
⑴　拠点概略（施設構成等）
⑵　建物構造及び規模（建築面積、延床面積等）
⑶　関係法令等への適合性
⑷　整備スケジュール（工事着工及び拠点開業の予定等）
２　京都芸大及び地域との円滑な関係や調和の確保

　⑴　京都芸大及び地域と円滑な関係の構築
　⑵　京都芸大の意匠との調和を図るなど周辺環境を踏まえたエリアの新たな魅力を形成する建物




※　任意様式で提出される場合にあっても、上記項目に沿って記載してください。
※　留意事項「イ 責任ある実施体制の確保」及び「ウ 整備する建物への制約等」については、他の様式と記載内容が重複するため、当様式において記載する必要はありません。
［様式３］

（宛先）京 都 市 長　

貸　付　希　望　価　格　書

本件土地に係る貸付希望価格等は、下記のとおりです。

記

【貸付希望価格】

	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　貸付希望価格は、算用数字を用いて表示し、最初の数の前に「￥」を付けてください。

【貸付希望期間】

	年

	
	


	応募事業者の

名称及び代表者名
	（ふりがな）

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


※　貸付希望価格書は応募時に提出してください。以後、再提出は認めません。

※　「公益的な拠点への減免措置」に伴う公益認定を申請する場合、減免措置適用後の貸付希望価格を記載してください。
（表面）





調査対象となる水道使用者名義がある場合は下記２に記入してください。





（裏面）











